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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 当連結会計年度は連結決算短信の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日としていることから、当連結会計年度において
は貸借対照表のみを連結しているため、連結経営成績については記載を省略しております。 

(2) 連結財政状態 

 当社は、平成25年２月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年４月１日付けで１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、当連結
会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度は連結決算短信の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日としていることから、当連結会計年度において
は貸借対照表のみを連結しているため、連結キャッシュ・フローの状況については記載を省略しております。  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―
24年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 25年3月期 ―百万円 （―％） 24年3月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 ― ― ― ― ―
24年3月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 3,142 1,400 44.6 352.27
24年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   25年3月期  1,400百万円 24年3月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 ― ― ― ―
24年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

１．平成25年３月期より連結財務諸表を作成しているため、24年３月期の配当性向及び純資産配当率については記載しておりません。 
  また、純資産配当率は、連結初年度のため、期末1株当たり純資産に基づいて計算しております。 
２．当社は、平成25年２月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年４月１日付けで１株につき100株の株式分割を行っております。 
  なお、当該株式分割の効力発生日は平成25年４月１日としておりますので、平成25年３月期の配当予想につきましては、 
  株式分割前の株式数を基準に配当を実施する予定です。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 1,200.00 1,200.00 47 ― ―
25年3月期 ― 0.00 ― 1,200.00 1,200.00 47 ― 3.4
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 47.7

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 当連結会計年度は連結決算短信の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日としていることから、当連結会計年度において
は貸借対照表のみを連結しているため、対前年度比及び対前年同四半期増減率については記載を省略しております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,141 ― 19 ― 17 ― 8 ― 2.01
通期 4,499 ― 180 ― 176 ― 99 ― 25.14



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

 当社は、平成25年２月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年４月１日付けで１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、前
連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算出しております。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 3,975,300 株 24年3月期 3,975,300 株
② 期末自己株式数 25年3月期 ― 株 24年3月期 ― 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 3,975,300 株 24年3月期 3,975,300 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 当社は、平成25年２月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年４月１日付けで１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、前事業
年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額を算出しております。 

(2) 個別財政状態 

 当社は、平成25年２月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年４月１日付けで１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、前事業
年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算出しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 4,094 3.6 166 7.7 191 △8.2 106 5.1
24年3月期 3,952 3.8 154 76.7 208 △0.6 101 △12.8

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

25年3月期 26.72 ―
24年3月期 25.41 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 3,026 1,400 46.3 352.27
24年3月期 2,848 1,341 47.1 337.55

（参考） 自己資本 25年3月期  1,400百万円 24年3月期  1,341百万円

2. 平成26年 3月期の個別業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
上記の平成26年３月期業績予想は、現時点で得られた情報に基づいて算定しておりますので、予想に内在する不確定要因や、今後の事業運営における状況
の変化等により、実際の業績は上記に記載した予想数値と異なる場合がありますことをご了解ください。また上記予想の前提条件、その他関連する事項につい
ては、P２「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,062 2.1 37 △62.4 35 △69.3 19 △73.6 4.79
通期 4,274 4.4 175 5.9 171 △10.4 96 △8.9 24.34
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当社グループは、当期が連結初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を当連結会計年度末としているこ

とから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロ

ー計算書は作成しておりません。そのため、「（1）経営成績に関する分析」及び「（2）財政状態に関する分析②キ

ャッシュ・フローの状況」に関しまして、個別財務諸表に係る数値を記載しております。 

(1）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績）  

当事業年度におけるわが国経済は、円高や雇用環境の回復の遅れに加え、欧州の財政危機や中国経済の減速懸念

により厳しい環境でありましたが、年度末にかけて政権交代に伴う経済政策への期待感を背景に、株価の回復や円安

基調への転換等、景況感に改善の動きが見られるようになりました。 

当社の主要顧客であるメーカーにおいては、業種間及び企業間による差は見られますが、多くは技術開発投資を

継続しており、当社への技術者ニーズも旺盛な状況で推移しました。 

このような状況の中、旺盛な顧客ニーズに応えるべく、当社では全社的な情報共有の強化、新規拠点の開設、優

秀な技術者の確保のための積極的な採用活動、全国的に展開している拠点での地域顧客との関係強化を図り、新規顧

客獲得や既存顧客の顧客満足度の向上を推進しました。その結果、当事業年度における稼働率は93.7％（稼働率

（％）＝稼働技術者数/技術社員総数＊100であり、期間の月末人数を累計した数値により算出しております。）とな

り、新規学卒者の採用を行っていなかった前事業年度と同水準を維持しました。技術料金につきましては、適正レー

ト確保へ向けた取り組みを継続的に推進しており、上昇傾向にあります。稼働時間につきましても、緩やかに増加し

てきております。 

これらの結果、当事業年度の売上高は4,094百万円（前年同期比3.6％増）、売上原価は3,337百万円（同3.3％

増）、販売費及び一般管理費は591百万円（同3.9％増）、営業利益は166百万円（同7.7％増）、経常利益は191百万

円（同8.2％減）、当期純利益は106百万円（同5.1％増）となりました。 

売上高の増加は、稼働人員の増加及び技術料金の改善が主な要因です。売上原価は、技術料金の上昇に伴い利益

率が改善したことで、売上に対する構成比率が81.5％（同0.2ポイント減）となりました。 

また、販売費及び一般管理費は、優秀な技術者の確保のため採用の強化や福利厚生の充実を行ったことにより、

前年同期比3.9％増加となったものの、売上に対する構成比率は前年同期と同様の14.4％となりました。営業利益に

つきましては、売上総利益率の改善や経費の効率的な活用により、売上に対する構成比率が4.1％となり、前年同期

比0.2ポイント上昇しました。また、経常利益につきましては、雇用調整助成金の受給金額減少に伴い前年同期比で

減少となりました。 

  

（次期の見通し） 

次期の見通しとして、わが国経済は、新政権による経済対策の効果の期待などから、為替が円安基調になり、株

価の上昇など、景気回復の兆しがみられるものの、実体経済への波及にはまだ時間がかかるものと推察されます。 

しかしながら、当社のアウトソーシング事業に対する顧客メーカーからの技術者ニーズは、前事業年度より引き

続き堅調に推移しており、今後も継続していくと予想しております。そのような状況のなかで、継続的且つ積極的な

採用活動に注力し、優秀な技術者の確保を図るとともに、リーマンショック以後に低下していた技術料金の改善、全

社連携による営業効率の最大化を図ることで、より顧客満足度の高いサービスの提供に努めてまいります。 

また、当社グループは、SMO（治験施設支援機関）事業を主要業務とする株式会社コスメックスを子会社化したこ

とにより、新たにヘルスケア分野へ進出を果たしました。SMO事業を新たな事業の柱として育成し、プロフェッショ

ナル集団として質の高い高付加価値なサービスを展開していくことで、グループとしての企業価値向上並びに社会に

貢献することを目指すとともに、業績の向上に努めてまいります。 

次期（平成26年３月期）の連結業績見通しにつきましては、売上高4,499百万円、営業利益180百万円、経常利益

176百万円、当期純利益99百万円を見込んでおります。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析
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(2）財政状態に関する分析 

①財政状態 

 当連結会計期間末の資産残高につきましては、現金及び預金802百万円、受取手形及び売掛金549百万円等によ

り、流動資産は1,530百万円となりました。一方固定資産は土地968百万円、建物及び構築物368百万円、のれん132

百万円等により、1,612百万円となりました。その結果、資産合計は3,142百万円となりました。 

 当連結会計期間末の負債残高につきましては、短期借入金650百万円、未払費用296百万円等により、流動負債は

1,420百万円となりました。一方固定負債は退職給付引当金197百万円等により、321百万円となりました。その結

果、負債合計は1,742百万円となりました。 

 当連結会計年度末における純資産残高につきましては、資本金377百万円、資本剰余金337百万円、利益剰余金685

百万円により、1,400百万円となりました。 

 なお、当社グループは、当期が連結初年度であるため、前期は連結財務諸表を作成しておりませんので、前期と

の比較は行っておりません。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ８百万円減少し695百

万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、148百万円（前事業年度は261百万円の資金の獲得）となり

ました。これは、売上債権の減少等の増加要因があったものの、法人税等の支払額が増加したことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、前事業年度に比べ206百万円増加し209百万円となりまし

た。支出の主な要因は、子会社株式の取得による支出であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当事業年度において財務活動の結果獲得した資金は52百万円（前事業年度は181百万円の資金の使用）となりまし

た。これは主に、配当金の支払と短期借入金の借入によるものであります。 

 なお、当社グループは、当期が連結初年度であるため、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんの 

で、キャッシュ・フローの状況に関しましては、個別財務諸表に係る数値を記載しております。 

  

     ③キャッシュ・フローの指標のトレンド 

   (注）１．各指標の算式は次のとおりであります。 

       自己資本比率            : 自己資本／総資産 

       時価ベースの自己資本比率       ： 株式時価総額／総資産 

       債務償還年数            : 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

       インタレスト・カバレッジ・レシオ  ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

     ２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後）により算出しております。 

     ３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし、営業

       キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを、また、利払い

       は損益計算書に計上されている支払利息を使用しております。 

      ４．平成21年３月期及び平成22年3月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、

キャッシュフロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスであるため記載しておりませ

ん。 

 ５．当社グループは、当期が連結初年度であるため、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんの

で、キャッシュ・フローの指標のトレンドに関しましては、個別財務諸表に係る数値を記載しておりま

す。 

   平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

 自己資本比率（％）  44.0  42.6  46.1  47.1  46.3

 時価ベースの自己資

本比率（％） 
 29.0  29.8  39.1  39.3  56.7

 債務償還年数(年） － －  1.8  2.1  4.4

 インタレスト・カバ

レッジ・レシオ 
－ －  29.8  32.6  23.4
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分に対する基本方針は、株主に安定的に配当を実施していくとともに、将来の事業展開と経営体質

及び財務体質の強化のため、内部留保の充実を図ることが重要であると考えております。内部留保金につきまして

は、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市場ニーズに応える技術力の

強化や高齢化対策、ひいては当社の永続的成長を図るため活用してまいりたいと考えております。 

当期の配当につきましては、上記方針に基づき1株当たり普通配当金1,200円の配当を実施させていただきます。

次期の配当につきましては、株主への適正な利益還元を実施すべく、業績等を勘案し安定した配当を継続してまいる

所存であり、1株当たり普通配当金12円の配当を予定しております。  

（注）当社は平成25年４月１日付で普通株式につき100株の割合をもって株式を分割しております。このため、 

      次期の期末配当金については当該分割後の数値で算定しております。 
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当社は、当連結会計年度の第4四半期連結会計期間において、中長期的な企業基盤の強化や、今後特に成長が見込

まれる医療・介護・健康増進等のヘルスケア分野へ進出を目的として、SMO事業を営む、株式会社コスメックスの全

株式を取得し、子会社化いたしました。これにより、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社

ヒップ）及び子会社１社により構成されることとなり、当社グループの事業はアウトソーシング事業、SMO事業の２

事業となりました。  

  

 【事業の内容】 

アウトソーシング事業・・・当社は大手メーカーを中心とした各顧客企業に対して、その開発パートナーとして技

術、設計、開発、生産技術部門等での機械設計、電子設計、ソフト開発の技術サービス

を提供するアウトソーシング事業を展開しております。 

  

ＳＭＯ事業・・・・・・・・株式会社コスメックスでは、製薬会社の依頼により臨床試験（治験）を行う医療機関に

対して、医学的判断を伴わない業務や治験に係わる事務的業務、業務を行うチーム内の

調整等、治験業務全般に関わる支援サービスを提供するSMO事業を展開しております。 

  

 ［事業系統図］ 

  当社の事業を事業系統図によって示すと、次の通りであります。 

  

 
※ＣＲＣ（Clinical Research Coordinator：治験コーディネーター） 

 医療機関に対し治験を支援する職種のこと。医療機関で、治験責任医師のもと、医学的判断を伴わな

い業務や、治験に係わる事務的業務、業務を行うチーム内の調整等、治験業務全般をサポートし、治験

に関わる業務を支援することにより、医療機関のスタッフの負担を軽減し、治験の品質・スピード向上

を支援しています。  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針    

当社は、「開発・設計のプロ集団として業界の長期安定と社員の永続的成長を図り技術を通じ社会に貢献す

る。」の経営理念にもとづき技術者を第一に考え、付加価値の高い技術力をお客様に提供し、顧客満足度を高めるこ

とが重要であると考えております。 

今後も財務報告に係る内部統制の体制（金融商品取引法)を確固たるものにすることでステーク・ホルダー（株

主、取引先、従業員など）に対して更に透明性の高い、確実性のある経営を推し進めるとともに、社会の一員として

ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility -企業の社会的責任）を当社における最重要課題と認識し、健全な財務

体質を維持しながら企業価値の向上を図ってまいります。 

グループとしては、様々な分野のお客様に対し、専門性の高いプロフェッショナルなサービスを提供するビジネ

スを中心として拡大を図り、経営基盤を強化していくと共に、シナジー効果を高め、グループとしての企業価値向上

並びに社会に貢献することを目指してまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

当社グループは、経営基盤、財務体質の強化を図るために企業規模を拡大することが必要であると考えており、

長期的には社員数1,500名体制を目標としております。 

当社グループの目標とする経営指標は売上高と経常利益であり、中長期的に経常利益率10％という目標を掲げ、

株主の皆様の期待にお応えするためにも収益力の向上に努めていく所存であります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社を取り巻く経営環境は時代とともに大きく変化しており、国内経済を見ると明るい兆しも見え出していま

す。当社の主要事業であるアウトソーシング事業では、今後の景気回復への動きとともに、当社の主要顧客であるメ

ーカーでの効率的及び効果的なアウトソース活用の流れが続くことが予想されます。このような状況の中、顧客企業

の開発ニーズに対し、タイムリーな対応が出来る様に常に優秀な人材を確保し、人材の最適なマッチングを図ること

により、「人」を中心とした豊かな社会づくりに貢献することが、当社に課された社会的責任であると認識しており

ます。 

当社は設立当初から、技術者が「生涯技術者」「プロの技術者」として安心して働ける会社作りを目指しており

ます。今後もプロの技術者が生涯活躍していけるよう、時代に合った様々な要素を取り入れながら体制を構築し、社

員満足度の向上に努めるとともに、プロフェッショナルな技術サービスを通じて、当社の顧客であるメーカーの技術

革新に貢献し、顧客満足度の高いサービスの実現が出来る会社へ向け、事業の更なる拡大を目指してまいります。 

また、当連結会計年度において、ＳＭＯ事業を営む株式会社コスメックスを完全子会社化し、今後成長が見込ま

れる医療・介護・健康増進などのヘルスケア分野へ進出しました。今後は、プロフェッショナルサービスを提供する

集団として、シナジー効果を高め、中長期的な企業基盤の強化を図るとともに、グループとしての企業価値向上に努

めてまいります。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

当社グループの主要事業であるアウトソーシング事業では、製品の設計開発を行うメーカーに、適時的確なプロ

フェッショナルサービスを提供することが重要であります。顧客の多様なニーズに対応していくためにも、優秀な人

材を確保し、プロの技術者へと育成していくとともに、企業基盤の強化や効果的な営業を進めていく事で、質の高い

サービスを提供し続け、永続的成長に努めてまいります。 

こうした中で、今後事業拡大を図るためには、下記の事項が重要な課題であると考えております。 

①採用基盤の強化 

 顧客ニーズに即時的確な対応が出来るよう、優秀な技術者の確保が責務と考えており、より積極的な採用活動を継

続して行うとともに、関東圏及び関西圏での採用強化を図ってまいります。 

②技術料金の適正化 

 技術サービスを展開する上で、技術料金は収益に直結する指標です。リーマンショック以後において、顧客企業の

収益悪化に伴い技術料金は低下しておりました。徐々に適正化への動きを進めてまいりましたが、顧客企業からの開

発ニーズは旺盛にあることから、積極的な展開を進め、収益力の向上に努めます。 

③営業力の強化 

 アウトソーシング業界では、多様化する開発環境に即応できる組織力と営業力が更に要求されてくる中で、最新ツ

ールを使用した情報伝達の即時性向上や全社的な情報共有を強化し、効率的且つ効果的な営業展開を図ります。 

④営業拠点の拡大 

 拠点拡大を行うことで、更なる顧客サービスの向上、採用体制の強化を図るとともに、社員の働きやすい環境作り

を推進してまいります。 

３．経営方針
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⑤社員定着率の向上 

 「人」を財産とする当社において、時代やニーズに合わせた福利厚生の充実や、社内のコミュニケーションの活性

化を図ることで、社員満足度を高め、社員定着率の更なる向上に努めます。 

  

また、ＳＭＯ事業では、強みのある皮膚科、呼吸器、リウマチ、精神科領域の案件獲得を推進するとともに、治

験に積極的な医療機関を開拓し、治験ができる体制を医療機関と共に整備してまいります。 

以上を取り組んで行くことで、顧客満足度の高いプロフェッショナルサービスを提供し、売上の拡大を図り、利

益を確保してまいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 802,312

受取手形及び売掛金 549,296

仕掛品 42,029

繰延税金資産 101,977

その他 34,750

流動資産合計 1,530,366

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 512,574

減価償却累計額 △144,415

建物及び構築物（純額） 368,159

車両運搬具 6,577

減価償却累計額 △6,290

車両運搬具（純額） 287

工具、器具及び備品 57,503

減価償却累計額 △53,767

工具、器具及び備品（純額） 3,736

土地 968,059

有形固定資産合計 1,340,242

無形固定資産  

のれん 132,619

その他 3,338

無形固定資産合計 135,957

投資その他の資産  

投資有価証券 7,004

繰延税金資産 68,310

その他 62,846

貸倒引当金 △1,800

投資その他の資産合計 136,362

固定資産合計 1,612,562

資産合計 3,142,928
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（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部  

流動負債  

短期借入金 650,000

1年内返済予定の長期借入金 9,594

未払費用 296,639

未払法人税等 50,453

賞与引当金 216,390

その他 197,506

流動負債合計 1,420,583

固定負債  

長期借入金 27,980

退職給付引当金 197,124

役員退職慰労引当金 96,852

固定負債合計 321,957

負債合計 1,742,540

純資産の部  

株主資本  

資本金 377,525

資本剰余金 337,525

利益剰余金 685,338

株主資本合計 1,400,388

純資産合計 1,400,388

負債純資産合計 3,142,928
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連結損益計算書 

  当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日

としていることから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連結損益計算書は作成

しておりません。  

  

連結包括利益計算書 

  当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日

としていることから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連結包括利益計算書は

作成しておりません。  

  

(3）連結株主資本等変動計算書 

  当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日

としていることから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連結株主資本等変動計

算書は作成しておりません。  

  

(4）連結キャッシュ・フロー計算書 

  当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日

としていることから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連結キャッシュ・フロ

ー計算書は作成しておりません。 

(2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書
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該当事項はありません。  

  

  

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  １社  

連結子会社の名称 株式会社コスメックス 

 平成25年２月４日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社となりました。 

 なお、みなし取得日を当連結会計年度末としているため、当連結会計年度は貸借対照表

のみを連結しております。 

  

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。  

  

３．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。  

   

② たな卸資産 

 仕掛品  

  個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。  

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

 建物及び構築物     3～50年 

 車両運搬具       ６年 

 工具、器具及び備品 2～10年  

  

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を

採用しております。 

  

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

 なお、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

で、発生時の翌連結会計年度から定額法により費用処理することとしております。 

(5)連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

  

(4）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、10年間の定額法により償却しております。  

   

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。  

  

当社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

  この、減価償却方法の変更による損益の影響額は、軽微であります。  

（会計方針の変更）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。  

２．退職給付債務に関する事項 

（注） 連結子会社は、期末要支給額を退職給付債務とする簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

当連結会計年度（自平成24年4月１日 至平成25年３月31日） 

 当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結

し、連結損益計算書を作成していないため、記載を省略しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

(2）割引率 

  

(3）数理計算上の差異の処理年数 

 ５年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。） 

  

（退職給付関係）

  
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円）  △204,976   

(2）未認識数理計算上の差異（千円）  7,851   

(3）退職給付引当金(1）＋(2）（千円）  △197,124   

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

％ 1.2
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１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

連結損益計算書を作成していないため、記載を省略しております。 

（税効果会計関係）

  
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
 

  
  

繰延税金資産       

賞与引当金 千円80,933   

賞与引当金法定福利費  11,500     

未払事業税  4,156     

退職給付引当金  69,044     

役員退職慰労引当金  33,913     

繰越欠損金  4,304     

その他  5,436     

繰延税金資産小計  209,289     

評価性引当額  △39,001     

繰延税金資産合計  170,288     

繰延税金資産の純額  170,288     

  
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
 

  
  

流動資産－繰延税金資産  千円101,977     

固定資産－繰延税金資産  68,310   
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取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

①被取得企業の名称及び事業の内容 

 被取得企業の名称 株式会社コスメックス 

 事業の内容    ＳＭＯ（治験施設支援機関）事業 

②企業結合を行った主な理由 

 新薬開発過程における医療機関に対するプロフェッショナルな支援サービスを通して、今後特に成長が見込まれ

る医療・介護・健康増進等のヘルスケア分野へ進出し、今後の中長期的な企業基盤の強化を図るため。  

③企業結合日 

 平成25年２月４日(当連結会計年度末日をみなし取得日としております) 

④企業結合の法的形式 

 現金を対価とする株式等の取得 

⑤結合後企業の名称 

 株式会社コスメックス 

⑥取得した議決権比率 

 100％ 

⑦取得企業を決定するに至った根拠 

 現金を対価とした株式等の取得により、当社が議決権比率を100%所有したためであります。 

       

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

当連結会計年度末日をみなし取得日としているため、業績は含まれておりません。 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

  

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

①発生したのれんの金額 

 132,619千円 

②発生原因 

今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。 

③償却の方法及び償却期間 

 10年間にわたる均等償却 

  

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（企業結合等関係）

取得の対価 株式取得費用  206,700千円

取得に直接要した費用 デューデリジェンス費用等  672  

取得原価     207,372  

流動資産  163,622千円

固定資産  27,982  

資産合計  191,605  

流動負債  86,836  

固定負債  30,016  

負債合計  116,852  
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６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法 

  

(概算額の算定方法) 

企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報は、株式会社コス

メックスの平成25年３月期の売上高及び損益情報の金額を、影響の概算額としております。のれんの償却額につい

ては算定において加味しておりません。 

また、同社は決算日を４月30日から３月31日に変更しており、平成25年３月期は11カ月決算となっております。 

  

売上高  220,253千円

営業利益  46,801  

経常利益  45,485  

税金等調整前当期純利益  45,485  

当期純利益  34,071  
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 当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日とし

ていることから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、セグメント情報は作成しており

ません。 

  

（注）1.当連結会計年度は連結損益計算書を作成しておりませんので、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益は記載しておりません。  

2.当社は、平成25年２月20日開催の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日付けで普通株式１株につき普通株式

100株の割合で株式分割を行っております。そのため、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

して１株当たり純資産額を算定しております。  

  

（単元株制度の採用、株式分割及び定款の一部変更） 

 当社は、平成25年２月20日開催の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日付で当社定款の一部を変更し、

株式分割及び単元株制度の採用を実施いたしました。 

  

（1）単元株制度の採用、株式分割及び定款の一部変更の目的 

 全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨に鑑み、当社株式の売買単位を

100株とするため、株式分割を実施するとともに、単元株制度を採用いたしました。 

   

（2）分割の方法 

 平成25年３月31日(日曜日)を基準日（但し、当日は振替機関および口座管理機関の休業日につき、実質

上は平成25年３月29日（金曜日）になります。）として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主

の所有普通株式１株につき100株の割合をもって分割いたしました。  

  

（3）分割により増加した株式数 

 株式分割前の発行済株式総数            39,753株 

 今回の分割により増加した株式数     3,935,547株 

 株式分割後の発行済株式総数         3,975,300株 

 株式分割後の発行可能株式総数      13,500,000株  

  

（4）株式分割の効力発生日 

 平成25年４月１日 

  

（5）１株当たり情報に及ぼす影響 

 なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出してお

ります。  

  

（セグメント情報等）

（１株当たり情報）

  
当連結会計年度 

（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 352.27

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 704,600 695,946

売掛金 562,039 540,654

仕掛品 657 1,942

貯蔵品 58 50

前払費用 23,132 23,170

繰延税金資産 82,652 97,391

未収入金 8,707 7,161

関係会社未収入金 － 503

その他 421 425

流動資産合計 1,382,269 1,367,246

固定資産   

有形固定資産   

建物 484,028 484,258

減価償却累計額 △102,517 △118,597

建物（純額） 381,511 365,661

構築物 6,677 6,677

減価償却累計額 △4,145 △4,558

構築物（純額） 2,531 2,119

車両運搬具 6,577 6,577

減価償却累計額 △6,002 △6,290

車両運搬具（純額） 575 287

工具、器具及び備品 37,781 35,565

減価償却累計額 △34,434 △33,241

工具、器具及び備品（純額） 3,347 2,323

土地 968,009 968,059

有形固定資産合計 1,355,975 1,338,452

無形固定資産   

ソフトウエア 2,713 1,553

施設利用権 1,819 1,785

無形固定資産合計 4,533 3,338

投資その他の資産   

投資有価証券 7,000 7,000

関係会社株式 － 207,372

長期前払費用 878 842

繰延税金資産 62,703 68,310

会員権 1,900 1,900

差入保証金 34,976 33,915

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 105,658 317,541

固定資産合計 1,466,166 1,659,332

資産合計 2,848,436 3,026,579
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 550,000 650,000

未払金 63,558 64,173

未払費用 291,386 296,180

未払法人税等 93,342 50,113

未払消費税等 36,440 35,645

預り金 27,647 23,768

賞与引当金 177,031 213,125

その他 1,120 1,243

流動負債合計 1,240,526 1,334,249

固定負債   

退職給付引当金 178,676 195,088

役員退職慰労引当金 87,356 96,852

固定負債合計 266,033 291,941

負債合計 1,506,560 1,626,191

純資産の部   

株主資本   

資本金 377,525 377,525

資本剰余金   

資本準備金 337,525 337,525

資本剰余金合計 337,525 337,525

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 150,000 150,000

繰越利益剰余金 476,825 535,338

利益剰余金合計 626,825 685,338

株主資本合計 1,341,875 1,400,388

純資産合計 1,341,875 1,400,388

負債純資産合計 2,848,436 3,026,579

㈱ヒップ（2136） 平成25年３月期 決算短信(連結）

- 19 -



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 3,952,898 4,094,371

売上原価 3,229,584 3,337,063

売上総利益 723,314 757,308

販売費及び一般管理費   

役員報酬 69,830 75,686

給料及び賞与 264,194 253,129

賞与引当金繰入額 14,917 14,725

退職給付引当金繰入額 1,347 1,818

役員退職慰労引当金繰入額 9,270 9,942

法定福利費 41,012 40,964

採用費 11,415 19,345

旅費及び交通費 12,610 15,029

支払手数料 40,977 44,538

地代家賃 41,195 42,478

減価償却費 5,559 4,737

その他 56,651 68,762

販売費及び一般管理費合計 568,983 591,158

営業利益 154,330 166,149

営業外収益   

受取利息 128 139

受取配当金 100 100

受取手数料 1,682 1,753

助成金収入 56,556 27,454

その他 4,021 2,466

営業外収益合計 62,489 31,914

営業外費用   

支払利息 8,020 6,348

その他 0 27

営業外費用合計 8,020 6,375

経常利益 208,799 191,688

特別損失   

固定資産除却損 － 155

事務所移転費用 － 4,629

特別損失合計 － 4,785

税引前当期純利益 208,799 186,903

法人税、住民税及び事業税 103,607 101,033

法人税等調整額 4,168 △20,346

法人税等合計 107,775 80,686

当期純利益 101,023 106,216
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 377,525 377,525

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 377,525 377,525

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 337,525 337,525

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 337,525 337,525

資本剰余金合計   

当期首残高 337,525 337,525

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 337,525 337,525

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 150,000 150,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 150,000 150,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 415,555 476,825

当期変動額   

剰余金の配当 △39,753 △47,703

当期純利益 101,023 106,216

当期変動額合計 61,270 58,513

当期末残高 476,825 535,338

利益剰余金合計   

当期首残高 565,555 626,825

当期変動額   

剰余金の配当 △39,753 △47,703

当期純利益 101,023 106,216

当期変動額合計 61,270 58,513

当期末残高 626,825 685,338
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 1,280,605 1,341,875

当期変動額   

剰余金の配当 △39,753 △47,703

当期純利益 101,023 106,216

当期変動額合計 61,270 58,513

当期末残高 1,341,875 1,400,388

純資産合計   

当期首残高 1,280,605 1,341,875

当期変動額   

剰余金の配当 △39,753 △47,703

当期純利益 101,023 106,216

当期変動額合計 61,270 58,513

当期末残高 1,341,875 1,400,388
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 208,799 186,903

減価償却費 22,211 19,774

長期前払費用償却額 240 358

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,937 36,094

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,087 16,411

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,270 9,495

受取利息及び受取配当金 △228 △239

支払利息 8,020 6,348

固定資産除却損 － 155

売上債権の増減額（△は増加） △25,184 21,385

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,865 △1,276

前払費用の増減額（△は増加） △2,519 △17

差入保証金の増減額（△は増加） 1,653 1,031

その他の資産の増減額（△は増加） 5,655 773

仕入債務の増減額（△は減少） △152 －

未払費用の増減額（△は減少） 14,622 4,793

その他の負債の増減額（△は減少） 44,034 △2,569

小計 306,315 299,424

利息及び配当金の受取額 226 236

利息の支払額 △7,986 △6,369

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △36,730 △144,581

営業活動によるキャッシュ・フロー 261,824 148,710

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,083 △1,240

無形固定資産の取得による支出 △688 △1,171

子会社株式の取得による支出 － △207,372

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,771 △209,783

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 260,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △401,920 －

配当金の支払額 △39,853 △47,580

財務活動によるキャッシュ・フロー △181,773 52,419

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 76,280 △8,653

現金及び現金同等物の期首残高 628,320 704,600

現金及び現金同等物の期末残高 ※  704,600 ※  695,946
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 該当事項はありません。 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

仕掛品 

 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

 建物         3～50年 

 構築物        3～40年 

 車両運搬具       ６年 

 工具、器具及び備品  2～10年 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用

しております。 

  

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）で、

発生時の翌事業年度から定額法により費用処理することとしております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

  

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。  

  

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

（５）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）
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（減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 この、減価償却方法の変更による損益の影響額は、軽微であります。  

  

  

前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

     

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

     

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

（会計方針の変更）

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式         

普通株式  39,753  －  －  39,753

合計  39,753  －  －  39,753

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  39,753  1,000 平成23年３月31日 平成23年６月30日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  47,703 利益剰余金  1,200 平成24年３月31日 平成24年６月29日

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株 
式数（株） 

当事業年度減少株 
式数（株） 

当事業年度末株式 
数（株） 

発行済株式         

普通株式  39,753  －  －  39,753

合計  39,753  －  －  39,753
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３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  次のとおり決議を予定しております。  

（注）当社は、平成25年２月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年４月１日付けで１株につき100株の株式

分割を行っております。当該株式分割を考慮した場合、１株当たり配当額は12円となります。  

  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  47,703  1,200 平成24年３月31日 平成24年６月29日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  47,703 利益剰余金  1,200 平成25年３月31日 平成25年６月28日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

    
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

  現金及び預金勘定 千円 704,600 千円 695,946

  現金及び現金同等物  704,600  695,946
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リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
所有権移転外ファイナンス・リース取引は通常の売買取引に係る会計処理によっておりますが、当事業年度末現
在、該当するリース契約はありません。 
  

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額 関係会社株式207,372千円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。  

  

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

  

  

（リース取引関係）

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

 当事業年度 
（平成25年３月31日） 

繰延税金資産  
賞与引当金 千円66,185  千円79,680
賞与引当金法定福利費  9,156   11,324
福利厚生費  381   559
退職給付引当金  62,564   68,310
役員退職慰労引当金  30,588   33,913
未払事業税  6,534   4,156
その他  2,372   3,382

繰延税金資産小計  177,783   201,327
評価性引当額  △32,428   △35,625
繰延税金資産合計  145,355   165,702
繰延税金資産の純額  145,355   165,702

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

 当事業年度 
（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.0  ％ 37.4
（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目  0.8   1.3
評価性引当額の増減  1.9   1.8
住民税均等割  1.9   2.0
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  7.0   －
その他  －   0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率  51.6   43.2
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前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

 連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。 

  

前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）及び当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年

３月31日）  

 当社は、アウトソーシング事業を営み顧客企業に技術サービスを提供しておりますが、その財務情報は全

社を一体のものとして把握しており、経営者が定期的にレビューする事業は個別には存在しておりません。

区分すべき事業セグメントが存在せず報告セグメントが単一であるため、セグメント情報に関する記載は省

略しております。 

  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ 当社は、平成25年２月20日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年４月１日付けで１株につき１００

株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株

当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

      ３．１株当たり当期純利益金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（企業結合等関係）

（セグメント情報等）

（１株当たり情報）

  
  
  

前事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 337.55 円 352.27

１株当たり当期純利益金額 円 25.41 円 26.72

  
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（千円）  101,023  106,216

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（千円）  101,023  106,216

期中平均株式数（株）  3,975,300  3,975,300

㈱ヒップ（2136） 平成25年３月期 決算短信(連結）

- 28 -



  

（単元株制度の採用、株式分割及び定款の一部変更） 

 当社は、平成25年２月20日開催の取締役会決議に基づき、平成25年４月１日付で当社定款の一部を変更し、

株式分割及び単元株制度の採用を実施いたしました。 

  

（1）単元株制度の採用、株式分割及び定款の一部変更の目的 

 全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨に鑑み、当社株式の売買単位を

100株とするため、株式分割を実施するとともに、単元株制度を採用いたしました。 

   

（2）分割の方法 

 平成25年３月31日(日曜日)を基準日（但し、当日は振替機関および口座管理機関の休業日につき、実質

上は平成25年３月29日（金曜日）になります。）として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主

の所有普通株式１株につき100株の割合をもって分割いたしました。  

  

（3）分割により増加した株式数 

 株式分割前の発行済株式総数      39,753株 

 今回の分割により増加した株式数   3,935,547株 

 株式分割後の発行済株式総数        3,975,300株 

 株式分割後の発行可能株式総数     13,500,000株  

  

（4）株式分割の効力発生日 

 平成25年４月１日 

  

（5）１株当たり情報に及ぼす影響 

 なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算出しておりま

す。  

  

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

(2）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

 当社の主たる業務は、機械、電気・電子、ソフトウエアの設計開発などの技術提供サービス事業であり、提供する

サービスの性格上、生産実績になじまないため、記載を省略しております。  

②受注状況 

 当社のアウトソーシング事業はその形態から受注金額と販売金額がほぼ同等となるために、記載を省略しておりま

す。 

③販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業区分別に示すと、次の通りであります。  

 単位（百万円：％）

 （注）１．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在してないため、主な相手先別の販売実績

           等の記載は省略しております。 

  

６．その他

アウトソーシング事業 

前事業年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日）

当事業年度 

（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

売上高 構成比 売上高 構成比 前年同期比

事 

業 

区 

分 

 輸送用機器関連 1,545 39.1  1,774  43.3 114.8

 機械関連 411 10.4  436  10.7 106.1

 情報通信・精密機器関連 915 23.2  766  18.7 83.7

 電気電子機器・半導体回路関連 712 18.0  676  16.5 95.0

 情報処理・ソフトウエア関連 369 9.3  440  10.8 119.4

合  計      3,952 100.0  4,094  100.0 103.6
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